
住み慣れた地域で
　　自分らしく生活を続けるために

「地域包括ケアシステム」の強化
　介護保険制度は、社会全体で高齢者を支える制度として平成12年4月にスタートしました。人生100年時代と
も言われる昨今、高齢化のさらなる進行、認知症高齢者の増加、家族を介護するために仕事をやめなければなら
ない介護離職の問題など、ますます介護保険制度の重要性は高まっています。さらに、2025年には団塊の世代
の方々が75歳を迎えることから、「地域包括ケアシステム」をより一層強化していくことが求められます。
　市では、市民のみなさまが安心して住み慣れた地域で暮らしていける地域づくりを推進するため、「高齢者計
画・第７期介護保険事業計画」を定め、八王子版地域包括ケアシステムの強化に向けた取組を展開していきます。
　この特集号では、第７期介護保険事業計画（平成30 ～ 32年度）の取組や介護保険料及び介護保険制度の
主な改正点についてお知らせします。

　「地域包括ケアシステム」とは、高齢者が可能な限
り住み慣れた地域で生活を継続できるよう、「予防・介
護・医療・生活支援・住まい」を一体的・継続的に提供
する体制のことです。その推進には、多様な地域の特
性と地域資源を踏まえ、地域のつながりと支えあいの
体制を強化していくことが必要です。

◦介護人材の確保・定着・育成
　　良質な介護サービスを安定的に提供していくこと
ができるよう、増大する介護需要に合わせ、介護人
材の確保・定着・育成に重点的に取り組みます。
　　介護サービス事業所への就労を希望する方を対
象とした研修や就職相談会による人材の「確保」、介
護サービス事業所の職員を対象とした研修や資格取
得支援による人材の「定着・育成」など、各種事業を
総合的に推進していきます。
◦高齢者あんしん相談センターの増設
　　高齢者やそのご家族の総合的な相談窓口となる「高齢者あんし
ん相談センター（地域包括支援センター）」を第７期計画期間中（平
成30～32年度）に新たに４か所増設し、相談体制の充実や多職種
による地域での支援ネットワークづくりを推進します。
◦地域密着型サービスの充実
　　平成30年度から定期巡回・随時対応型訪問介護看護を２か所、小
規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護（複合
型サービス）を計６か所、認知症対応型共同生活介護（認知症高齢
者グループホーム）を３か所など、市全体でバランスの取れた施設整
備を進めていきます。

「地域包括ケアシステム」とは

第７期介護保険事業計画における主な取組

5.15
2018

（平成30年）

介護保険特集号

▲在宅サービスセンター長房での介護の様子

第６期は、在宅医療と介護の連携の推進や高齢者あんしん相談センターの充実など、『八
王子版地域包括ケアシステム推進プラン』の第１期としての基礎づくりを進めてきました。

第７期では、八王子版地域包括ケアシステムをより強化し、団塊の世代が７５歳以上と
なる平成３７年の高齢者の状況やサービスの中長期的な水準等を見据え、「市民力」・「地域
力」で地域を支えるしくみづくりを推進し、高齢者の福祉や介護の課題に対応することを
目指します。

●見守りネットワーク
の強化

●家族への支援
●権利擁護・相談
体制の充実

●かかりつけ医・歯科医・
薬剤師の普及・定着

●ＩＣＴを活用した
多職種連携の推進

●認知症施策の推進
●介護サービスの
円滑な提供

●人材の確保・育成

周囲・地域の
つながりと支えあい その他

学生ボラン
ティア

町会・
自治会

シニア
クラブ

日常生活圏域ごとの多様な地域特性と地域資源に対応した連携

「健康で笑顔あふれる、ふれあい、支えあいのまち」の
実現に向けた『八王子版』地域包括ケアシステム

●情報提供による
意識向上

●早期把握・早期
対応の充実

高齢者あんしん
相談センター
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本
市
の
高
齢
者
人
口
は
年
々
増
加
し
て

お
り
、平
成
30
年
度
の
14
万
７
千
43
人
か
ら

平
成
32
年
度
に
は
15
万
37
人
、団
塊
の
世
代

が
75
歳
以
上
と
な
る
平
成
37
年
度
に
は
15

万
２
千
９
５
２
人
に
な
る
と
推
計
さ
れ
て

い
ま
す
。ま
た
、高
齢
化
率
に
つ
い
て
は
平

成
30
年
度
の
26・０
％
か
ら
平
成
32
年
度
に

は
26・７
％
、平
成
37
年
度
に
は
27・６
％
に

な
る
と
推
計
さ
れ
て
い
ま
す
。高
齢
者
数
の

増
加
に
伴
い
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
さ
れ

る
要
支
援・要
介
護
認
定
者
の
増
加
も
見
込

ま
れ
て
い
ま
す
。（
図
1
）

　
介
護
保
険
に
か
か
る
費
用
の
う
ち
、半
分

は
被
保
険
者
の
方
々
の
支
払
う
保
険
料
で
、

残
り
の
半
分
は
国・
都・
市
の
公
費
で
ま
か

な
っ
て
い
ま
す
。平
成
30
年
度
か
ら
32
年
度

ま
で
の
３
年
間
に
必
要
と
な
る
費
用
は
約

１
千
２
２
６
億
円
と
推
計
さ
れ
ま
す
。こ
の

う
ち
の
23
％
が
65
歳
以
上
の
方
の
保
険
料

負
担
と
な
り
ま
す
。（
図
３
）

　

65
歳
以
上
の
方
の
介
護
保
険
料
は
、介

護
保
険
事
業
計
画
で
見
込
ん
だ
３
年
間
の

介
護
サ
ー
ビ
ス
に
か
か
る
費
用
な
ど
を
も
と

に
図
4
の
計
算
式
で
算
定
し
ま
す
。

65
歳
以
上
の
方
の
介
護
保
険
料
　
算
定
方
法

  50％
公費（税金）
国25％
都12.5％
市12.5％40～64歳の

方の保険料
27％

65歳以上の
方の保険料

23％

【図3】 介護保険の財源構成

【図4】 

◆
介
護
保
険
の
財
源

◆
65
歳
以
上
の
方
の
保
険
料

（64,900円）
基準額 ＝ × ÷

八王子市で必要な
介護サービスの総費用

65歳以上の
方の負担分

八王子市に住む
65歳以上の方の人数

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数
が
増
加
す
る

こ
と
に
伴
い
、保
険
給
付
費
は
平
成
27
年

度
の
３
３
４
億
円
と
比
較
し
て
平
成
30
年

度
に
は
30
億
円
増
加
し
３
６
４
億
円（
＋

９
％
）、平
成
32
年
度
に
は
63
億
円
増
加
し

３
９
７
億
円（
＋
19
％
）と
な
る
見
込
み
で

す
。（
図
2
）

◆�

高
齢
者
数
と
要
支
援・要
介

護
認
定
者
数
の
見
込
み

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度
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（億円） 【図2】 保険給付費の推計

336 354
334

364 380
397

介護給付 予防給付 その他

◆
保
険
給
付
費
の
見
込
み

【図1】 要支援・要介護認定者数等の推計
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◆保険料の所得段階設定
・�算定された基準額（八王子市の基準額は年額６４，９００円）をもとに、一人ひとりの収入の差を考慮して所得段階別に
保険料を決定しています（図5）。本市の所得段階は、第６期介護保険事業計画と同様に市民税課税層を細分化し、負
担能力に応じた保険料の設定を行うため、１４区分としています。各所得段階の保険料は平成２９年度と同額です。
・�国の基準改正により、第７段階の基準所得金額が１９０万円未満から２００万円未満に、第８段階の基準所得金額が
２９０万円未満から３００万円未満に変更となります。

◆詳しい通知書は７月上旬に
　６５歳以上の方の平成３０年度の保険料に関する通知書は７月上旬に個別にお送りします。決定した保険料額や納め
方などの詳細は、こちらの通知書で確認してください。
問い合わせは介護保険課（☎︎620・7415、FAX620・7418）へ

第7期介護保険料

【図5】　65歳以上の方の介護保険料

保険料（平成30 ～32年度）

所得段階 対象になる方 算定方法 保険料年額（円）

第１段階

本
人
が
市
民
税
非
課
税

・生活保護受給の方
・老齢福祉年金の受給者で、世帯全員が市民税非課税の方
・ 世帯全員が市民税非課税で、本人の課税年金収入額と合計所得

金額の合算額が80万円以下の方
基準額×0.30 19,500

第２段階 世帯全員が市民税非課税で、本人の課税年金収入額と合計所得金
額の合算額が80万円超、120万円以下の方 基準額×0.50 32,400

第３段階 世帯全員が市民税非課税で、第1段階、第2段階に該当しない方 基準額×0.70 45,400

第４段階 世帯に市民税課税の方がいて、本人の課税年金収入額と合計所得
金額の合算額が80万円以下の方 基準額×0.90 58,400

第５段階 世帯に市民税課税の方がいて、第4段階に該当しない方 基準額 64,900

第６段階

本
人
が
市
民
税
課
税

合計所得金額が120万円未満の方 基準額×1.15 74,600

第７段階 合計所得金額が120万円以上200万円未満の方 基準額×1.30 84,400

第８段階 合計所得金額が200万円以上300万円未満の方 基準額×1.45 94,100

第９段階 合計所得金額が300万円以上350万円未満の方 基準額×1.60 103,800

第10段階 合計所得金額が350万円以上500万円未満の方 基準額×1.75 113,600

第11段階 合計所得金額が500万円以上700万円未満の方 基準額×1.90 123,300

第12段階 合計所得金額が700万円以上1,000万円未満の方 基準額×2.15 139,500

第13段階 合計所得金額が1,000万円以上1,500万円未満の方 基準額×2.40 155,700

第14段階 合計所得金額が1,500万円以上の方 基準額×2.65 172,000

※「合計所得金額」は、収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額のことで、扶養控除や医療費控除などの所得控除を
する前の金額です。平成３０年度からは、土地売却等に係る特別控除がある場合は、特例として、合計所得金額から長期譲渡所得
及び短期譲渡所得に係る特別控除額を控除した額を用います。また、第１段階から第５段階については、更に年金に係る所得を引
いた額を用いて算出します。
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◆
平
成
30
年
８
月
か
ら

●
認
知
症
高
齢
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の

利
用
者
負
担
軽
減
助
成
を
開
始
し
ま

す
。

　

認
知
症
に
よ
り
在
宅
で
の
生
活
が
困

難
な
低
所
得
者
の
方
が
、家
庭
的
な
環
境

で
共
同
生
活
を
送
る
こ
と
が
で
き
る
認

知
症
高
齢
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
を
対
象

に
、利
用
者
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
の
助

成
を
開
始
し
ま
す
。

◆
対
象
者

　
次
の
全
て
を
満
た
す
方

　
○
被
保
険
者
本
人
の
属
す
る
世
帯
の

全
員
が
市
民
税
非
課
税（
夫
婦
で
世

帯
が
異
な
る
場
合
で
も
、配
偶
者
が

市
民
税
非
課
税
）

　
○
預
貯
金
等
の
合
計
が
、単
身
で
１
千

万
円
、夫
婦
合
算
で
２
千
万
円
以
下

　
○
生
活
保
護
を
受
給
し
て
い
な
い

◆
助
成
額

　
　

す
で
に
介
護
保
険
施
設（
特
別
養
護

老
人
ホ
ー
ム
等
）の
利
用
者
が
受
け
て

い
る
、食
費・
居
住
費
に
つ
い
て
の
助

成
額
を
上
限
と
し
て
、所
得
に
よ
っ
て

月
額
４
万
１
千
７
０
０
円
か
ら
６
万

６
千
９
０
０
円
を
助
成
。

　

お
問
い
合
わ
せ
は
、6
月
中
旬
以
降
に

お
願
い
し
ま
す
。

介
護
保
険
制
度
の
主
な
改
正
点

◆�介護保険制度に関する説明会を開催します
　介護保険制度のしくみや利用可能なサービスなどをお知らせするた
め、「はちおうじの介護保険」パンフレットを発行しました。市役所１階高
齢者福祉課、介護保険課、各事務所、高齢者あんしん相談センターで配布
しています。
　また、「高齢者計画・第7期介護保険事業計画」を策定したことから、本
市の主な取組や介護保険制度に関する説明会を市内2か所で開催しま
す。費用は無料、事前申し込みも不要です。直接会場へお越しください。

期　日 時　間 会　場

5月23日（水）午後2時から
午後3時まで

生涯学習センター
視聴覚室

5月25日（金）午後2時から
午後3時まで

生涯学習センター
南大沢分館視聴覚室

　
　

お
知
ら
せ

◆
平
成
30
年
4
月
か
ら

●
介
護
医
療
院
の
創
設

　

長
期
に
わ
た
り
療
養
が
必
要
で
あ
る

要
介
護
者
に
対
し
、療
養
上
の
管
理
、看

護
、医
学
的
管
理
の
下
、介
護
及
び
機
能

訓
練
、そ
の
他
日
常
生
活
上
の
世
話
を
行

う
こ
と
を
目
的
と
す
る
新
た
な
介
護
保

険
施
設
で
す
。

　

今
後
、介
護
医
療
院
へ
の
転
換
を
希
望

す
る
介
護
療
養
型
医
療
施
設
に
つ
い
て

は
、平
成
35
年
度
末
ま
で
に
許
可
申
請
が

必
要
と
な
り
ま
す
。

●
共
生
型
サ
ー
ビ
ス
の
創
設

　

障
害
者
が
65
歳
以
上
に
な
っ
て
も
、使

い
慣
れ
た
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

を
継
続
し
て
利
用
で
き
る
よ
う
に
す
る

こ
と
や
、限
ら
れ
た
福
祉
人
材
の
有
効
活

用
の
観
点
か
ら
、「
共
生
型
サ
ー
ビ
ス
」

が
創
設
さ
れ
、介
護
保
険
ま
た
は
障
害
福

祉
の
い
ず
れ
か
の
居
宅
サ
ー
ビ
ス（
デ

イ
サ
ー
ビ
ス
、ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
、

シ
ョ
ー
ト
ス
テ

イ
等
）の
指
定
を

受
け
て
い
る
事

業
者
が
、も
う
一

方
の
制
度
に
お

け
る
居
宅
サ
ー

ビ
ス
等
の
指
定

も
受
け
や
す
く

な
る
制
度
が
設

け
ら
れ
ま
し
た
。

お問い合わせ
介護保険全般に関すること
介護保険課 ☎６２０・７４４２、ＦＡＸ６２０・７４１８へ
第7期介護保険事業計画に関すること
高齢者いきいき課 ☎６２０・７243、ＦＡＸ６２3・6120へ

◆
平
成
30
年
８
月
か
ら

●
一
定
以
上
の
所
得
の
方
の
介
護
保
険
サ
ー

ビ
ス
の
利
用
者
負
担
割
合
が
３
割
に
な

り
ま
す
。

　
保
険
料
の
上
昇
を
可
能
な
限
り
抑
え
つつ
、

制
度
の
持
続
可
能
性
を
高
め
る
た
め
、一定

以
上
の
所
得
の
方
の
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の

利
用
者
負
担
割
合
が
、３
割
に
な
り
ま
す
。

　
【
３
割
負
担
に
な
る
方
】

　
（
①
②
の
両
方
に
あ
て
は
ま
る
方
）

　
　
①
本
人
の
合
計
所
得
金
額
が
２
２
０

万
円
以
上

　
　
②
同一世
帯
内
の
65
歳
以
上
の
方（
第

1
号
被
保
険
者
）の「
年
金
収
入
と

そ
の
他
の
合
計
所
得
金
額
の
合
計
」

が
、本
人
の
み
の
場
合
で
３
４
０
万

円
以
上
、本
人
を
含
め
２
人
以
上
い

る
場
合
で
４
６
３
万
円
以
上

○
負
担
割
合
は
個
人
ご
と
に
決
ま
る
の
で
、

同
じ
世
帯
に
２
人
以
上
の
介
護
保
険
の

利
用
者
が
い
る
場
合
、そ
れ
ぞ
れ
負
担
割

合
が
異
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

○
利
用
者
の
負
担
額
に
は
月
額
の
上
限
額

が
あ
り
、上
限
額
を
越
え
た
利
用
者
負
担

は
高
額
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
と
し
て
後
か
ら

支
給
さ
れ
ま
す
。

○�

40
歳
か
ら
64
歳
の
方（
第
２
号
被
保
険

者
）は
、一律
１
割
負
担
で
す
。

　
平
成
30
年
度
の
負
担
割
合
証（
８
月
１
日

以
降
使
用
す
る
も
の
）は
、７
月
中
に
届
く
よ

う
に
郵
送
し
ま
す
。


